
 

『Ｈ２９年度所得金額は過去最大 繰越欠損金も微増―国税庁』 
 

 国税庁は先般、平成２９年度の会社標本調査の結果を公表した。全法人数は２７０万６，６２７社（前年

度比１．３％増）、利益計上法人は１００万６，８５７社（同３．７％増）。欠損法人は１６８万７，０９９社（同０．

１％減）、欠損法人の割合は６２．６％となった。営業収入金額は１，５１９兆４，６５１億円（同４．７％増）。 

 利益計上法人について、営業収入金額は１，２３６兆４，３０２億円（同８．０％増）。

所得金額は６７兆９，４３７億円（同１４．３％増）で８年連続の増加、過去最大となっ

た。営業収入金額に対する所得金額の割合（所得率）は５．５％。業種別では不動

産業と鉱業（いずれも１１．３％）、金融保険業（９．５％）が高くなっている。 

 繰越欠損金について当期控除額は８兆３，６２７億円（同１０．１％増）、翌期繰越額

は６８兆９，８８８億円（同０．８％増）であった。交際費等の支出額は３兆８，１０４億円

（同５．１％増）。税法上、損金に算入されない金額は１兆９４億円、損金不算入割合

は２６．５％であった。寄附金支出額は７，６１０億円（同３２．２％減）。 

 法人税額は１１兆９，７７２億円（同１４．４％増）、所得税額控除は３兆５，４９６億円（１１．９％増）、外国

税額控除は５，３４４億円（４．７％増）であった。 

 

 『受け入れ環境整備の進展図る 観光ビジョン実現プログラム』 

 
 政府は観光ビジョン実現プログラム２０１９を決定した。骨子は（１）まずは多言語対応や無料Ｗｉ―Ｆｉ、

キャッシュレスなどの受け入れ環境整備を早急に進めていく（２）併せて、国立博物館・美術館の夜間開

館、寺泊や城泊、スノーリゾートの再生など、地域の新たな観光コンテンツの開発に取り組んでいく（３）観

光地の整備に取り組む地域について、政府観光局が海外に一元的に発信し、体制強化を図っていく―

など。２０２０年訪日外国人旅行者数４，０００万人等の目標達成に向け、昨年８月から開催してきた観光

戦略実行推進会議の議論を踏まえてまとめた。 

 （２）項には▽「日本博」を全国各地で開催し、国宝・重要文化財の展示・活用など

の実施▽国立公園の滞在環境の向上（民間カフェ等導入など）、自然体験コンテン

ツの充実等▽「農泊」らしい農家民宿や古民家の整備、農業体験などのコンテンツ

の充実▽スノーリゾート活性化・旅館再生（多言語対応、設備更新の金融支援等）

▽クルーズ客の満足度向上に向けた体験プログラムの開発や地元商店街への誘

導など▽ナイトタイム（夜間に楽しめるイベント、交通手段確保）▽観光列車、サイク

ルトレイン等の導入促進▽医療ツーリズムの推進―などを盛り込んだ。 
 
    出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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